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） R. v Birch（1989）, 11 Cr. App. R.（S.）202; at 210.
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） R. v. Gardiner（Alistair George Cecil）（1967）, 51 Cr. App. R. 187; at 192. 但し，これは 1959
年法の下での判決である。
） R. v Vowles（Lucinda）,［2015］EWCA Crim 45,［2015］2 Cr. App. R.（S.）6. para.48.
階での精神状態に応じて，医療手続きへ移行させる制度が構築され，その手続
きは，民事患者（civil patient）の強制入院の手続きとともに 1983 年精神保健
法（Mental HealthAct 1983，以下，1983 年法という）に規定されている。犯罪を
行った精神障害者に迅速に精神医療サービスを提供するための制度は，1959











また，精神異常者（persons of unsound mind）については，1952 年治安判事






















） 1913 年法 8条 1項。
） 1952 年法 30 条。
） Benjamin Andoh, The Hospital Order with Restrictions, 58 JOURNAL OF CRIMINAL LAW 97, 100
（1994）.
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） JUDITH M LAING, CARE OR CUSTODY? ‒ MENTALLY DISORDERED OFFENDERS IN THE CRIMINAL JUSTICE
SYSTEM, 58（1999）.
） THE ROYAL COMMISSION ON THE LAW RELATING TO MENTAL ILLNESS AND MENTAL DEFICIENCY, 1
（1957）.
） Id. at summary para.7.
10） Id. at summary para.17.
11） Id. at summary para. 42.
12） KATHLEEN JONES, MENTAL HEALTH AND SOCIAL POLICY 1845-1959, 222（1960）.
13） LARRY GOSTIN, MENTAL HEALTH SERVICES ‒ LAW AND PRACTICE, para.1:09（1986）.
14） 1959 年法 60 条。1948 年刑事司法法（Criminal Justice Act 1948）に精神科治療条件付き保
護観察命令が規定されていたが，治療に同意した者のみにしか言い渡すことができなかった。








































16） Editorial, The British Mental Health Act 1959, 5 (1）CANADIAN PSYCHIATRIC ASSOCIATION
JOURNAL 30, 30-31（1960）.
17） J.D.J. Havard, The Mental Health Act and the Criminal Offender, 1961 CRIMINAL LAW REVIEW
296, 298（1961）.
18） D.A. Thomas, Sentencing the Mentally Disturbed Offender, CRIMINAL LAW REVIEW 685, 698
（1965）.
19） NIGEL WALKER AND SARAH MCCABE, CRIME AND INSANITY IN ENGLANDⅱ NEW SOLUTIONS AND NEW
PROBLEMS, 75（1973）.
20） Thomas, supra note 18, at 698.
21） HOME OFFICE ・DEPARTMENT OF HEALTH AND SOCIAL SERVICES, INTERIM REPORT OF THE
COMMITTEE ON MENTALLY ABNORMAL OFFENDERS, para.5（1974）. 1966 年には 1,259 件だった病院
命令が，1972 年には 924 件に減少している。
22） 当時は，Broadmoor, Rampton, Moss Side の 3 施設であった。
23） WALKER AND MCCABE, supra note 19, at 245 Notes 4.
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34（265）
25） Elizabeth Parker and Gavin Tennent, The 1959 Mental Health Act and Mentally Abnormal
Offenders: A Comparative Study, MEDICINE, SCEIENCE AND THE LAW, 36-37（1979）.
26） LARRY GOSTIN, A HUMAN CONDITION VOL. 2 ‒ THE LAW RELATING TO MENTALLY ABNORMAL
OFFENDERS: OBSERVATIONS, ANALYSIS AND PROPOSALS FOR REFORM, 45（1977）.
27） Parker and Tennent, supra note 25, at 35.
28） HENRY ROLLIN, THE MENTALLY ABNORMAL OFFENDER AND THE LAW, 116（1969）.
29） Young はこれらの事件について，有罪の評決を受け終身刑を言い渡されたが，服役中，
1990 年に 42 歳で死亡した。なお，Young の事件については，アンソニー・ホールデン（高橋
啓訳）『グレアム・ヤング毒殺日記』（飛鳥新社，1997）がある。
30） この問題については，個別に検討委員会が設置され報告書が発表されている。HOME
OFFICE・DEPARTMENT OF HEALTH AND SOCIAL SECURITY, REPORT ON THE REVIEW OF PROCEDURES FOR
THE DISCARGE AND SUPERVISION OF PSYCHIATRIC PATIENTS SUBJECT TO RESTRICTION（1973）.
31） HOME OFFICE・DEPARTMENT OF HEALTH AND SOCIAL SECURITY, REPORT OF THE COMMITTEE ON
MENTALLY ABNORMAL OFFENDERS, 1（1975）.
所による病院命令の言い渡し・内務大臣による刑務所から病院の移送を促進さ
せるために，精神障害犯罪者の新たな受け皿である地域の中間保安病棟（re-







































32） HOME OFFICE ・DEPARTMENT OF HEALTH AND SOCIAL SERVICES, supra note 21, at para.11. なお，
地域中間保安病棟の設置の必要性は，1961 年に発表された特別病院に関する報告書で既に指摘
されていた。MINISTRY OF HEALTH, WORKING PARTY ON THE SPECIAL HOSPITALS, para. 23-29（1961）.
33） HOME OFFICE・DEPARTMENT OF HEALTH AND SOCIAL SECURITY, supra note 31, at para.1.21.
34） Id, at para.13.10.
35） LAING, supra note 7, at 70.
36） DEPARTMENT OF HEALTH AND SOCIAL SECURITY・HOME OFFICE・WELSH OFFICE, LORD CHANCEL-
LORðS DEPARTMENT, REVIEW OF MENTAL HEALTH ACT 1959, Introduction ⅵ（1978）. しかし，患者
の権利擁護者・団体にとっては，この白書によって提案された患者の権利強化規定は，決して
満足のいくものではなかった。
37） Id., at para.5.2.
38） Id., at para.5.4.
39） Id., at para.5.7.
40） HC Debs 22 February 1979 vol.963, col.693. R. Kilroy-Silk MP.
41） DEPARTMENT OF HEALTH AND SOCIAL SECURITY・HOME OFFICE・WELSH OFFICE, LORD CHANCEL-







に 1959 年法と統合され，1983 年法になったのである。
このように，1959 年法，1983 年法によって，現在のイギリスにおける精神
障害犯罪者処遇制度が確立した。いずれも精神障害者の利益・福祉を最優先に
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42） Id., at Introduction 5.
43） LAING, supra note 7, at 75.




能である。1983 年法 37 条 8 項。なお，責任無能力者，訴訟無能力者にも病院命令が言い渡さ
れうる（1964 年刑事手続（精神異常）法（Criminal Procedure（Insanity）Act 1964）5 条）。
46） 治安判事裁判所では，その者を有罪とせずに病院命令を言い渡すことも可能である。1983


















障害（mental disorder）」は，精神のあらゆる疾患と障害（any disorder or dis-














47） 1965 年謀殺罪（死刑廃止）法（Murder（Abolition ofDeath Penalty）Act 1965）1 条 1 項。
1983 年法 37 条 1 項。
48） うち 1人は 1983 年精神保健法 12 条等に基づき，保健大臣等が，精神障害の診断と治療に関
し専門的な経験を有すると認めた医師でなければならない。1983 年法 12 条 2 項。
49） 1983 年法 37 条 2 項（a）。
50） 1983 年法 37 条 2 項（b）。








52） アルコール・薬物依存は，「精神障害」の定義に含まれない（1983 年法 1 条 3 項）。また，
学習障害（learning disability）は，それだけでは非自発的入院，病院命令，刑務所からの移送
等の対象とはされず，異常に攻撃的（abnormally aggressive），あるいは，ひどく無責任な
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53） 2003 年刑事司法法（Criminal Justice Act 2003）157 条 1 項，3項。
54） この点に関しては，かつて，病院命令対象者の入院先確保に困難を来し，病院入院命令数が
漸減したため，1983 年法制定に至る議論の過程で強制的に病院に患者を引き受けさせるという
提案がなされたこともあったが，実現には至らなかった。LAING, supra note 7, at 131-132. そ
の妥協策として，裁判所が引き受け先病院についての情報を地域の保健局や NHS などに要求
できる制度が創設されたのである。1983 年法 39 条。
55） 1983 年法 37 条 4 項。
56） 1983 年法 3条。
57） 1983 年法 40 条 4 項。
58） 1983 年法 20 条，附則 1 第 1部 2 項，6項。
59） 非自発的な治療を受けている患者の治療の全責任を負う臨床家であり，多くの場合，医師で
ある。1983 年法 55 条 1 項。
60） 1983 年法 23 条 2 項（a），附則 1 第 1部 2 項，8項。
61） 2007 年審判所，裁判所及び執行法（Tribunals, Courts and Enforcement Act 2007）により，
個別分野で分散し複雑化していた審判所組織改革が行われ，審判所制度が統合された。それに









































62）「危害」は心理的な危害でもいいが（R. v Melbourne［2000］M.H.L.R. 2 CA.），自傷の危険
は含まれない（R. v Osker［2010］EWCA Crim 955）。過去に重大な暴力の歴史がなくても，
医学的証拠に基づいて重大な危害を引き起こす傾向があると判断されれば，制限命令の対象と
なる（R. v Kamara［2000］M,H.L.R. 9 CA）。




なる。1983 年法 43 条 1 項。刑事法院は，病院命令を言い渡すか（必要であれば制限命令も），
病院命令が適当でない場合には，治安判事裁判所が科し得る処分を言い渡すことになる。1983
年法 43 条 2 項。
64） 裁判所は，以前は，期限付きの制限命令を言い渡すことが可能であったが，2007 年精神保
健法 40 条 1 項により 1983 年法が改正され，期限なしの制限命令のみとなった。
65） 1983 年法 41 条 2 項。
66） 1997 年犯罪（量刑）法（Crime（Sentences）Act 1997，以下，1997 年法という）47 条。
67） 1983 年法 41 条 3 項（a）。
68） 1983 年法 41 条 3 項（c）。責任臨床家等は，法務大臣の同意を得た場合にのみ，対象者を退
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69） 1983 年法 41 条 3 項（d）。
70） 1983 年法 42 条 1 項。
71） 1983 年法 41 条 5 項。
72） 1983 年法 42 条 2 項。
73） 1983 年法 42 条 3 項。
74） 1983 年法 73 条。






































76） 1983 年法 73 条。
77） 1983 年法 42 条 5 項。
78） 1983 年法 42 条 2 項。
79） NHS DIGITAL COMMUNITY MENTAL HEALTH TEAM, INPATIENTS FORMALLY DETAIND IN HOSPITALS
UNDER THE MENTAL HEALTH ACT 1983, AND PATIENTS SUBJECT TO SUPERVISED COMMUNITY
TREATMENT, USES OF THE MENTAL HEALTH ACT: ANNUAL STATISTICS, 2015/2016, 13（2016）.
































そのような中，1994年に，Dr. John Reed を部会長とする作業部会が，人格
障害に罹患した犯罪者のうち治療可能性が不明な者に対して，裁判所が，拘禁
刑と入院治療命令を同時に言い渡すことのできる「ハイブリッド型命令（Hy-
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81） 2007 年精神保健法による改正前の 1983 年法 1条 2項。
82） 2007 年精神保健法による改正前の 1983 年法 3条 2項（b）, 37 条 2 項（a）（i）。
83） DEPARTMENT OF HEALTH AND SOCIAL SECURITY・HOME OFFICE・WELSH OFFICE, LORD CHANCEL-
LORʼS DEPARTMENT, supra note 41, at 4.
84） Sean Whyte and John Gupta, Widening the Scope of the Hybrid Order, 47 MEDICINE, SCIENCE












その後，Hybrid Order は，病院指令（hospital direction）という名称で，
1997 年犯罪（量刑）法（Crime（Sentences）Act 1997，以下，1997 年法という）
46 条により，1983 年法 45A条として挿入された。制定時の指令の対象は，精




















85） DEPARTMENT OF HEALTH AND HOME OFFICE, REPORT OF THE DEPARTMENT OF HEALTH AND HOME
OFFICE WORKING GROUP ON PSYCOPATHIC DISORDER,（1994）.
86） Id., at para. 10:26. なお，1986 年にも，その問題を検討するための作業部会が組織されてい
たが，1983 年法施行後 3 年しか経過していないこともあり，その段階では何の措置も講じられ
なかった。DEPARTMENT OF HEALTH AND SOCIAL SECURITY・HOME OFFICE, OFFENDER SUFFERING
FROM PSYCHOPATHIC DISORDER JOINT DHSS/HO CONSULTATION DOCUMENT,（1986）.





条 10 項は 2007 年精神保健法による改正により削除された。
88） 1983 年法 45A条 1項。
89） 1983 年法 45A条 2項。















。言い渡し件数は，1999 年に 8 件を記録し




般の精神障害に拡大された後も，2009 年に 5 件，2010 年に 11 件，2011 年に









い渡し件数が 23 件と 20 代を超え，2016年には 28 件に達し
97)
，この増加傾向
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91） LAING, supra note 7, at 150.
92） Judith M Laing, ‘An end to the lottery’? The Fallon Report and Personality Disordered
Offenders, JOURNAL OF MENTAL HELATH LAW 87, 91（1999）.
93） この点は，1997 年法に関する内務省回状（Home Office Circular）が，公衆の保護の必要性
にかなっている限り，精神障害に罹患した犯罪者には刑務所ではなく病院での治療をという従
来の方針に変更はなく，裁判所には病院命令（制限命令有または無）の選択肢が存在すると明
言していたことの影響も大きいと思われる。HOME OFFICE, HOME OFFICE CIRCULAR 52/1997, para.
2-3（1997）.
94） MINISTRY OF JUSTICE, STATISTICS OF MENTALLY DISORDERED OFFENDERS 2008 ENGLAND AND WALES,
7（2010）.
95） MINISRTY OF JUSTICE, OFFENDER MANAGEMENT STATISTICS- RESTRICTED PATIENTS 2014, https:
//www. gov. uk/government/statistics/offender-management-statistics-quarterly-october-to-
december-2014-and-annual（last visited Feb. 11, 2018）.
96） R. v Vowles（Lucinda）, supra note 3, para.53.
97） MINISRTY OF JUSTICE, OFFENDER MANAGEMENT STATISTICS- RESTRICTED PATIENTS 2016, https:
//www. gov. uk/government/statistics/offender-management-statistics-quarterly-october-to-






Lucinda Jayne Vowles は，1963 年 9月 20日生まれの女性で，過去に何度も
1983 年法による強制入院を経験し 1988 年以前には，放火による 2度の有罪歴
の他，他の犯罪歴も有していた（但し，1988 年以降は 2008 年まで犯罪歴なし）。
橋から飛び降り自殺を図ったことで脳に障害も負っていた
99)








Vowles は放火罪で起訴され有罪の答弁を行い，2008 年 5月 13日，刑事法















98） Andrew Ashworth and Ronnie Mackay, R. v Vowles（Lucinda）; R. v Barnes（Carl）; R. v
Coleman（Danielle）; R. v Odiowei（Justin Obuza）; R. v Irving（David Stuart）; R. v McDougall
（Gordon）: Sentencing - Guidance Where an Element of Mental Disorder Exists, 7 CRIMINAL LAW
REVIEW 542, 547（2015）.
99） R. v Vowles（Lucinda）, supra note 3, at para.62-63.
100） Id., at para.58.
101） Id., at para.64.
102） Id., at para.60. なお，「公衆保護のための不定期刑」とは，特定の暴力犯罪又は特定の性犯
罪をした者が，同様の犯罪を繰り返して，公衆に重大な危害を加える危険性があると評価され
る場合に科される不定期刑である。2003 年刑事司法法で創設され 2005 年 4月 4 日から施行さ
れたが，2012 年法律扶助，量刑及び犯罪処罰に関する法律（The Legal Aid, Sentencing and
Punishment of Offenders Act 2012）により廃止された。しかし，廃止以前に「公衆保護のため
の不定期刑」を言い渡された者は，そのまま同刑に服さなければならない。
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104） R. v Vowles（Lucinda）, supra note 3, at. para. 90. Vowles の他にも 5名が同様の上訴を行っ
ており，同時に審理が行われた。なお，Vowles は，別件で司法審査の申し立ても行っていた
が，その点は割愛する。
105） Id., at para.51.
106） Id., at para.51-52.
107） Id., at para.54.
108） Id.
109） Id., at para.98.































111） 2015 年に改訂された 1983 年法の実務指針（Code of Practice）は，新たに 45A条に関する
項目を設け，責任（culpability）があれば，精神障害が存在しても 45A 条の言い渡しが適切だ
と述べている。DEPARTMENT OF HEALTH, MENTAL HEALTH ACT 1983: CODE OF PRACTICE, 237-238
（2015）.
112） Jill Peay, Responsibility, Culpability and the Sentencing of Mentally Disordered Offenders:
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113） MINISTRY OF JUSTICE, supra note 97.
114） 法務省法務総合研究所『平成 29 年版犯罪白書』（昭和情報プロセス，2017）。
